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全 銀 協 

 

全情連グループ 

信用情報機関及び信用情報の交流の状況 

延滞情報の交流 

 
ホワイト(残高)情報の交流 

全国銀行個人信用

情報センター 

(信販会社系) 

 

テラネット 

 

Ｃ Ｃ Ｂ 

 (業種横断型) 

CRIN(Credit Information Network) 

会員：信販会社、クレジットカード会社、
貸金業者、住宅ローン会社等６６４社 

会員：銀行等金融機関、クレジッ
トカード会社、貸金業者、リース
会社、保証会社等５２４社 

会員：銀行等金融機関、
クレジットカード会社
（銀行系）、保証会社等
１３７９社 

会員：信販会社、クレジ
ットカード会社、貸金業
者（銀行系）等１５２社 

全 情 連 

３３の情報センター 
(会員は貸金業者) 

会員：専業貸金業者、信
販会社等１３４４社 

それぞれの信用情報機関では、会
員相互にホワイト(残高)情報・延
滞情報を共有し、与信審査に活用 

 
業務提携に合意 

（20 年 8 月 8 日公表） 
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○ 信用情報機関のうち、
・ 個人の信用情報を適切に管理している
・ 借り手毎の信用情報の名寄せを行っている
・ 加入貸金業者からの信用情報の提供が速やかに行われる

指定信用情報機関を通じた総借入残高の把握

指定信用
情報機関

情報交流
指定信用
情報機関

指定信用
情報機関

貸金業者が借り手の返済能力
を十分に把握できるようにな
る

などの体制が整備されている機関を、指定信用情報機関に指定

貸金業者による情報提供、
信用情報の照会及び指定
信用情報機関間の情報交
流を義務付け
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指定信用情報機関
間の個人信用情報
の交流を義務付け

指定信用情報機関
Ａ
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金 融 庁

指定信用情報機関に対する監督
・役員の兼職制限の認可
・兼業の制限の承認
・業務規程の認可
・報告徴収、立入検査
・業務改善命令
・業務停止、指定取消し
・業務移転命令 等

貸金業者

指定の要件
・加入貸金業者数が100以上
・保有する個人信用情報に係る貸付残高が
5兆円以上

・純資産額が5億円以上
・業務規程の整備
信用情報の収集及び提供
信用情報の名寄せ管理（正確性の確保）
信用情報に関する適切な安全管理措置 等

・加入貸金業者に対する指導監督体制の整備
等

個人信用情報の提供

個人信用情報の登録

加入貸金業者に対する義務
・貸付時等の個人信用情報の遅滞ない登録
・信用情報照会、登録に係る顧客からの同意取得
・信用情報の目的外利用の禁止 等

監督 指定

貸金業法上の指定信用情報機関の位置付け
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⑥指定信用情報機関制度・
総量規制

改正法施行日
（19年12月19日）
＜施行日政令＞公布

(18年12月20日)

④財産的基礎要件引上げ

③貸金業取扱主任者の資格試験

①罰則強化

⑤事前書面交付義務の導入

⑦上限金利の引下げ等

公布１か月後
（19年１月20日）

（システム対応等の準備）

5000万円へ引上げ2000万円へ引上げ

指定信用情報機関
制度の導入（指定申請）

②取立規制強化、
新貸金業協会設立など

２年半以内

１年半以内

資格試験実施 配置を義務化

総量規制
の導入

（システム対応等の準備）

（既存の借り手への影響に配慮）

概ね３年間

改正貸金業法の施行スケジュール
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